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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 
平成28年度第３四半期
連結累計期間

平成29年度第３四半期
連結累計期間

平成28年度

 
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

(自　平成28年４月１日
 至　平成29年３月31日)

経常収益 百万円 34,292 33,298 44,683

経常利益 百万円 6,533 7,127 7,679

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 4,555 3,848 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 4,184

四半期包括利益 百万円 344 5,539 ―

包括利益 百万円 ― ― 756

純資産額 百万円 135,844 128,590 124,092

総資産額 百万円 2,622,110 2,678,892 2,599,619

１株当たり四半期純利益金額 円 191.17 162.31 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 175.94

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 190.42 161.67 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― 175.21

自己資本比率 ％ 4.61 4.62 4.60
 

 

 
平成28年度第３四半期
連結会計期間

平成29年度第３四半期
連結会計期間

 
(自　平成28年10月１日
　至　平成28年12月31日)

(自　平成29年10月１日
　至　平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 8.98 54.36
 

(注) １　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　平成29年10月１日付で10株を１株に株式併合しております。平成28年度の期首に当該株式併合が行われたと

仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算

定しております。

３　自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。なお、主要な関係会社における異動は以下のとおりです。

（その他）

第２四半期連結会計期間において、Fukui Preferred Capital Cayman Limitedは清算結了いたしました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、又は

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループが判断したも

のであります。

 

(1) 業績の状況

（イ）金融経済環境

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善により緩やかな景気回復基調で推移しま

したが、引き続き不安定な国際情勢による海外経済の不確実性や、慢性的な人手不足などが国内経済に与える影響

に留意が必要な状況にあります。

福井県内経済におきましては、雇用・所得環境の改善が続き、個人消費が着実に持ち直しております。また、企

業においては、電子部品・デバイス、化学の生産が増加もしくは高水準で維持されております。設備投資について

は、製造業を中心に能力増強投資や人手不足への対応の省人化投資が活発となっております。加えて、北陸新幹線

県内延伸に向けた公共工事も着実に進展しており、今後も緩やかな景気の拡大が期待される状況にあります。しか

しながら、県内の有効求人倍率は高い水準が維持されており、人手不足が企業活動に与える影響に注意が必要な状

況にあります。

　

（ロ）財政状態、経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間末の連結財政状態につきましては、総資産は前連結会計年度末比792億円増加し２兆

6,788億円、純資産は前連結会計年度末比44億円増加し1,285億円となりました。

　主要勘定につきましては、貸出金は、事業性貸出金及び消費者ローンが増加したことから、前連結会計年度末比

261億円増加し１兆6,179億円となりました。譲渡性預金を含めた預金等は、個人預金が順調に推移したことから、

前連結会計年度末比788億円増加し２兆3,240億円となりました。また、有価証券は、前連結会計年度末比133億円増

加し6,499億円となりました。

　当第３四半期連結累計期間の連結経営成績につきましては、経常収益は、貸出金利息の減少を主因に、前年同期

比９億93百万円減少し332億98百万円となりました。また、経常費用は、国債等債券売却損や与信関係費用の減少を

主因に、前年同期比15億87百万円減少し261億71百万円となりました。

　この結果、経常利益は前年同期比５億93百万円増加し71億27百万円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益

は前年同期比７億６百万円減少し38億48百万円となりました。

　当第３四半期連結累計期間の報告セグメントごとの損益状況につきましては、「銀行業」の経常収益は、前年同

期比７億76百万円減少して279億38百万円、セグメント利益は前年同期比８億82百万円増加して、67億26百万円とな

りました。「リース業」の経常収益は、前年同期比２億54百万円減少して55億53百万円、セグメント利益は前年同

期比19百万円減少して、２億65百万円となりました。報告セグメント以外の「その他」の経常収益は、前年同期比

３億３百万円減少して４億７百万円、セグメント利益は前年同期比３億11百万円減少して、31百万円となりまし

た。なお、それぞれの計数にはセグメント間の内部取引を含んでおります。
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国内業務・国際業務部門別収支

資金運用収支は、資金運用収益が186億24百万円、資金調達費用が10億71百万円で175億53百万円の利益となりま

した。役務取引等収支は、役務取引等収益が52億95百万円、役務取引等費用が20億98百万円で31億97百万円の利益

となりました。その他業務収支は、その他業務収益が60億38百万円、その他業務費用が51億15百万円で９億22百万

円の利益となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 16,884 1,221 ― 18,106

当第３四半期連結累計期間 16,515 1,037 ― 17,553

　うち
　資金運用収益

前第３四半期連結累計期間 17,184 1,781 △12 18,954

当第３四半期連結累計期間 16,767 1,868 △10 18,624

　うち
　資金調達費用

前第３四半期連結累計期間 300 559 △12 848

当第３四半期連結累計期間 251 830 △10 1,071

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 3,103 53 ― 3,157

当第３四半期連結累計期間 3,148 49 ― 3,197

　うち
　役務取引等収益

前第３四半期連結累計期間 5,195 77 ― 5,273

当第３四半期連結累計期間 5,221 73 ― 5,295

　うち
　役務取引等費用

前第３四半期連結累計期間 2,092 23 ― 2,116

当第３四半期連結累計期間 2,073 24 ― 2,098

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 521 △11 ― 510

当第３四半期連結累計期間 7 915 ― 922

　うち
　その他業務収益

前第３四半期連結累計期間 5,904 711 ― 6,616

当第３四半期連結累計期間 5,076 962 ― 6,038

　うち
　その他業務費用

前第３四半期連結累計期間 5,382 723 ― 6,106

当第３四半期連結累計期間 5,069 46 ― 5,115
 

(注)　１　国内業務部門は当行及び国内に本店を有する連結子会社(以下、「国内連結子会社」という。)の円建取

引、国際業務部門は当行の外貨建取引及び海外に本店を有する連結子会社(以下、「海外連結子会社」とい

う。)の取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めて

おります。

２　資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(前第３四半期連結累計期間０百万円、当第３四半期連結累計期

間０百万円)を控除して表示しております。

３　資金運用収益及び資金調達費用の相殺消去額は、当行の国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。
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国内業務・国際業務部門別役務取引の状況

役務取引等収益は、52億95百万円となり、役務取引等費用は20億98百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 5,195 77 5,273

当第３四半期連結累計期間 5,221 73 5,295

　うち
　預金・貸出業務

前第３四半期連結累計期間 1,376 0 1,376

当第３四半期連結累計期間 1,367 ― 1,367

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,675 73 1,749

当第３四半期連結累計期間 1,684 71 1,756

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 589 ― 589

当第３四半期連結累計期間 526 ― 526

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 167 ― 167

当第３四半期連結累計期間 168 ― 168

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 444 3 447

当第３四半期連結累計期間 438 2 441

　うち保険販売業務
前第３四半期連結累計期間 276 ― 276

当第３四半期連結累計期間 290 ― 290

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 2,092 23 2,116

当第３四半期連結累計期間 2,073 24 2,098

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 380 10 391

当第３四半期連結累計期間 388 11 400
 

(注)　国内業務部門は当行及び国内連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引及び海外連結子会社の

取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

 

国内業務・国際業務部門別預金残高の状況

○ 預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,097,654 18,093 2,115,747

当第３四半期連結会計期間 2,157,276 25,662 2,182,938

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,220,975 ― 1,220,975

当第３四半期連結会計期間 1,284,652 ― 1,284,652

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 873,756 ― 873,756

当第３四半期連結会計期間 868,528 ― 868,528

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 2,923 18,093 21,016

当第３四半期連結会計期間 4,095 25,662 29,757

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 138,211 ― 138,211

当第３四半期連結会計期間 141,071 ― 141,071

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,235,866 18,093 2,253,959

当第３四半期連結会計期間 2,298,347 25,662 2,324,009
 

(注) １　国内業務部門は当行及び国内連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引及び海外連結子会社

の取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めておりま

す。

２　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３　定期性預金＝定期預金＋定期積金
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国内業務・国際業務部門別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

 

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内業務部門 1,589,446 100.00 1,613,101 100.00

　製造業 207,211 13.04 188,433 11.68

　農業、林業 612 0.03 1,399 0.08

　漁業 18 0.00 24 0.00

　鉱業、採石業、砂利採取業 3,677 0.23 2,150 0.13

　建設業 48,716 3.07 46,486 2.88

　電気・ガス・熱供給・水道業 29,726 1.87 32,273 2.00

　情報通信業 9,158 0.57 12,385 0.77

　運輸業、郵便業 40,953 2.58 44,298 2.75

　卸売業、小売業 162,461 10.22 156,776 9.72

　金融業、保険業 62,924 3.96 87,082 5.40

　不動産業、物品賃貸業 156,013 9.82 167,201 10.37

　その他サービス業 92,223 5.80 92,787 5.75

　地方公共団体 274,305 17.26 269,540 16.71

　その他 501,444 31.55 512,261 31.76

国際業務部門 5,347 100.00 4,815 100.00

　政府等 ― ― ― ―

　金融機関 ― ― ― ―

　その他 5,347 100.00 4,815 100.00

合計 1,594,794 ――― 1,617,917 ―――
 

(注)　国内業務部門は当行及び国内連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引及び海外連結子会社の

取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

 

(2) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設のうち、当第３四半期連結累計期間に当行事務セン

ターが完成（新築）しました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,564,732

計 56,564,732
 

（注）　平成29年６月24日開催の定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で10株を１株に株式併合いたしまし

た。これにより発行可能株式総数は509,082,588株減少し、56,564,732株となっております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,144,669 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株

計 24,144,669 同左 ― ―
 

（注）　平成29年５月12日開催の取締役会決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更

したことに併せて、平成29年６月24日開催の定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で10株を１株に株

式併合いたしました。これにより発行済株式数は217,302,028株減少して24,144,669株となり、また、単元株式

数は100株となっております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年10月１日 △217,302 24,144 ─ 17,965 ─ 2,614
 

（注）　平成29年10月１日付で10株を１株に株式併合し、これに伴い発行済株式総数は217,302千株減少して24,144千

株となっております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成29年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ─ ―

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)

普通株式 318,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 239,950,000
 

239,950 ―

単元未満株式 普通株式 1,178,697
 

― 1単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 241,446,697 ― ―

総株主の議決権 ― 239,950 ―
 

(注) １　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、福井銀行職員持株会専用信託が所有する株式が3,767千株及

び株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。

  また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が３個含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式234株が含まれております。

３　平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更したことに併せて、同日付で10株を１株に株式

併合いたしました。これにより四半期報告書提出日現在の発行済株式総数は217,302,028株減少して

24,144,669株となっております。

 
② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社福井銀行

福井市順化１丁目１番１号 318,000 ─ 318,000 0.13

計 ― 318,000 ─ 318,000 0.13
 

(注)上記には、福井銀行職員持株会専用信託が所有する3,767千株は含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自　平成29年10月１日　

至　平成29年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 296,821 329,477

 買入金銭債権 505 680

 商品有価証券 709 485

 金銭の信託 6,404 6,449

 有価証券 ※２  636,661 ※２  649,981

 貸出金 ※１  1,591,806 ※１  1,617,917

 外国為替 9,629 7,326

 その他資産 40,565 47,354

 有形固定資産 22,428 23,422

 無形固定資産 374 263

 繰延税金資産 876 831

 支払承諾見返 ※２  9,677 ※２  9,489

 貸倒引当金 △16,842 △14,787

 資産の部合計 2,599,619 2,678,892

負債の部   

 預金 2,147,747 2,182,938

 譲渡性預金 97,411 141,071

 コールマネー及び売渡手形 5,609 －

 売現先勘定 － 24,672

 債券貸借取引受入担保金 84,324 67,048

 借用金 96,723 95,006

 外国為替 134 232

 その他負債 24,345 19,127

 賞与引当金 222 4

 役員賞与引当金 25 19

 退職給付に係る負債 5,191 5,189

 睡眠預金払戻損失引当金 318 262

 偶発損失引当金 232 208

 耐震対応損失引当金 785 785

 繰延税金負債 140 1,681

 再評価に係る繰延税金負債 2,635 2,563

 支払承諾 ※２  9,677 ※２  9,489

 負債の部合計 2,475,527 2,550,301
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

純資産の部   

 資本金 17,965 17,965

 資本剰余金 2,734 2,725

 利益剰余金 81,691 84,498

 自己株式 △1,090 △886

 株主資本合計 101,300 104,302

 その他有価証券評価差額金 12,413 13,850

 繰延ヘッジ損益 △27 △5

 土地再評価差額金 5,949 5,786

 退職給付に係る調整累計額 23 14

 その他の包括利益累計額合計 18,359 19,645

 新株予約権 205 177

 非支配株主持分 4,226 4,464

 純資産の部合計 124,092 128,590

負債及び純資産の部合計 2,599,619 2,678,892
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

経常収益 34,292 33,298

 資金運用収益 18,954 18,624

  （うち貸出金利息） 13,114 12,653

  （うち有価証券利息配当金） 5,319 5,447

 役務取引等収益 5,273 5,295

 その他業務収益 6,616 6,038

 その他経常収益 ※１  3,448 ※１  3,339

経常費用 27,758 26,171

 資金調達費用 848 1,071

  （うち預金利息） 302 347

 役務取引等費用 2,116 2,098

 その他業務費用 6,106 5,115

 営業経費 16,527 17,070

 その他経常費用 ※２  2,160 ※２  815

経常利益 6,533 7,127

特別利益 19 173

 固定資産処分益 19 173

特別損失 35 172

 固定資産処分損 22 143

 減損損失 12 28

税金等調整前四半期純利益 6,516 7,128

法人税、住民税及び事業税 1,689 2,160

法人税等調整額 △179 884

法人税等合計 1,510 3,045

四半期純利益 5,006 4,083

非支配株主に帰属する四半期純利益 451 235

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,555 3,848
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 5,006 4,083

その他の包括利益 △4,662 1,456

 その他有価証券評価差額金 △4,672 1,443

 繰延ヘッジ損益 21 21

 退職給付に係る調整額 △10 △9

四半期包括利益 344 5,539

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △108 5,297

 非支配株主に係る四半期包括利益 453 242
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

 

(１)連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、Fukui Preferred Capital Cayman Limitedは清算手続きに入り、重要性が

低下したため連結の範囲から除外しております。なお、同社は平成29年８月24日に清算結了いたしました。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

 

１　税金費用の処理

連結子会社の税金費用は、当第３四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しております。

 

(追加情報)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当行は、従業員に対して中長期的な企業価値向上のインセンティブを付与すると同時に、福利厚生の増進策とし

て、従業員持株会の拡充を通じて従業員の株式取得及び保有を促進することにより従業員の財産形成を支援するこ

とを目的として「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」という。）を導入しておりま

す。本プランは、「福井銀行職員持株会」（以下、「持株会」という。）に加入するすべての従業員を対象とする

インセンティブ・プランであり、本プランを実施するため当行は信託銀行に「福井銀行職員持株会専用信託」（以

下、「従持信託」という。）を設定しております。

 

 （1）取引の概要

従持信託は、信託の設定後５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当行株式を予め取得します。そ

の後は、従持信託から持株会に対して継続的に当行株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内

に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に

分配されます。

なお、当行は、従持信託が当行株式を取得するための借入に対し保証することになるため、当行株価の下落に

より従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金

残債がある場合は、保証契約に基づき、当行が当該残債を弁済することになります。

 （2）信託が保有する当行の株式

信託に残存する当行株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、807百万円、350千株であります。

 （3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

814百万円
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(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

破綻先債権額 544百万円 726百万円

延滞債権額 36,051百万円 30,328百万円

３ヵ月以上延滞債権額 24百万円 24百万円

貸出条件緩和債権額 202百万円 1,191百万円

合計額 36,823百万円 32,271百万円
 

　

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

1,063百万円 690百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

貸倒引当金戻入益 ―百万円 1,808百万円

償却債権取立益 1,742百万円 564百万円

株式等売却益 1,073百万円 657百万円
 

 

※２　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

貸出金償却 307百万円 181百万円

貸倒引当金繰入額 970百万円 ―百万円

株式等償却 2百万円 ―百万円

株式等売却損 764百万円 562百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 603百万円 677百万円
 

 

(株主資本等関係)

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日
取締役会

普通株式 839 3.5 平成28年３月31日 平成28年６月３日 利益剰余金

平成28年11月11日
取締役会

普通株式 602 2.5 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金
 

（注）　平成28年５月13日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金３百万円を含めておりませ

ん。平成28年11月11日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金11百万円を含めておりま

す。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の変動に関する事項

 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高（百万円） 17,965 2,744 78,960 △355 99,315

当第３四半期連結会計期間末までの
変動額（累計）

     

　剰余金の配当   △1,441  △1,441

　土地再評価差額金の取崩   △12  △12

　親会社株主に帰属する四半期
　純利益（累計）

  4,555  4,555

　自己株式の取得    △1,050 △1,050

　自己株式の処分  △10  292 282

当第３四半期連結会計期間末までの
変動額（累計）合計

― △10 3,100 △758 2,332

当第３四半期連結会計期間末残高
（百万円）

17,965 2,734 82,061 △1,113 101,647
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当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日
取締役会

普通株式 602 2.5 平成29年３月31日 平成29年６月２日 利益剰余金

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 602 2.5 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金
 

（注）　平成29年５月12日取締役会決議及び平成29年11月10日取締役会決議の配当金の総額には、それぞれ従持信託

に対する配当金10百万円及び９百万円を含めております。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の変動に関する事項

 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高（百万円） 17,965 2,734 81,691 △1,090 101,300

当第３四半期連結会計期間末までの
変動額（累計）

     

　剰余金の配当   △1,204  △1,204

　土地再評価差額金の取崩   163  163

　親会社株主に帰属する四半期
　純利益（累計）

  3,848  3,848

　自己株式の取得    △5 △5

　自己株式の処分  △8  209 200

当第３四半期連結会計期間末までの
変動額（累計）合計

― △8 2,806 203 3,001

当第３四半期連結会計期間末残高
（百万円）

17,965 2,725 84,498 △886 104,302
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(セグメント情報等)
　

【セグメント情報】
　
前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１　報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益        

  外部顧客に対する
　経常収益

28,579 5,494 34,074 217 34,292 ― 34,292

  セグメント間の内部
　経常収益

135 313 449 492 941 △941 ―

計 28,715 5,807 34,523 710 35,233 △941 34,292

セグメント利益 5,843 285 6,128 343 6,472 60 6,533
 

(注) １　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンピュータ関連業務、投資

業を含んでおります。

３　セグメント利益の調整額60百万円は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

固定資産の減損損失については重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１　報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益        

  外部顧客に対する
　経常収益

27,786 5,296 33,083 215 33,298 ― 33,298

  セグメント間の内部
　経常収益

151 257 409 191 601 △601 ―

計 27,938 5,553 33,492 407 33,899 △601 33,298

セグメント利益 6,726 265 6,992 31 7,023 103 7,127
 

(注) １　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンピュータ関連業務であり

ます。

３　セグメント利益の調整額103百万円は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

固定資産の減損損失については重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(金融商品関係)

四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため、記載し

ておりません。
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(有価証券関係)

※　本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。

 
１　満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

該当ありません。
　

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

該当ありません。

 

２　その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 15,276 24,824 9,547

債券 403,421 410,190 6,768

　国債 159,129 163,237 4,107

　地方債 78,213 80,421 2,208

　短期社債 ― ― ―

　社債 166,079 166,531 452

その他 199,579 200,641 1,061

　うち外国証券 137,419 138,212 792

合計 618,277 635,655 17,378
 

　
当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

 取得原価(百万円)
　四半期連結貸借対照表
　計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 13,995 27,897 13,902

債券 386,731 392,199 5,468

　国債 154,923 158,312 3,389

　地方債 68,623 70,338 1,714

　短期社債 ― ― ―

　社債 163,184 163,548 363

その他 228,746 228,822 76

　うち外国証券 166,258 167,434 1,175

合計 629,473 648,919 19,446
 

（注）　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結

貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処

理（以下、「減損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理額はありません。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額はありません。

当該減損処理にあたっては、四半期連結決算日（連結決算日）の時価が50％以上下落した銘柄についてはす

べて、また、これ以外で、時価が30％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率及び当該発行会

社の業績推移等を考慮したうえで、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行っ

ております。
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(金銭の信託関係)

※　本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。

 

１　満期保有目的の金銭の信託

前連結会計年度（平成29年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

該当ありません。

 

２　その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他の金銭の信託 6,404 6,404 ―
 

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

 取得原価(百万円)
　四半期連結貸借対照表
　計上額(百万円)

差額(百万円)

その他の金銭の信託 6,449 6,449 ―
 

 

(デリバティブ取引関係)

※　本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。

 

(1) 金利関連取引

前連結会計年度（平成29年３月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 1,400 1 1

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 ──── 1 1
 

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号　平成14年２月13日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上

記記載から除いております。
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当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 700 0 0

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 ──── 0 0
 

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

 

(2) 通貨関連取引

前連結会計年度（平成29年３月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ―

為替予約 22,528 128 128

通貨オプション 132,951 ― 553

その他 ― ― ―

合計 ──── 128 682
 

(注)  上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引につ

いては、上記記載から除いております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ―

為替予約 34,577 △35 △35

通貨オプション 148,060 ― 543

その他 ― ― ―

合計 ──── △35 507
 

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引につ

いては、上記記載から除いております。
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(3) 株式関連取引

前連結会計年度（平成29年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

該当ありません。

 

(4) 債券関連取引

前連結会計年度（平成29年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

該当ありません。

 

(5) 商品関連取引

前連結会計年度（平成29年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

該当ありません。

 

(6) クレジット・デリバティブ取引

前連結会計年度（平成29年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

該当ありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 191.17 162.31

（算定上の基礎）    
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 4,555 3,848

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

百万円 4,555 3,848

普通株式の期中平均株式数 千株 23,826 23,708

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

円 190.42 161.67

（算定上の基礎）    
親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額

百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 94 93

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

 ― ―

 

(注）１　平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額を算定しております。

２　株主資本において、自己株式として計上されている従持信託に残存する当行の株式は、１株当たり四半期純

利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
        （千株）　

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額の
算定上、控除した当該自己株式
の期中平均株式数

256 394

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

平成29年11月10日開催の取締役会において、第198期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金の総額　　　　　　　　　　  　 　　  　　　602百万円

１株当たりの金額　　　　　　　　　　     　　　　　　 ２円50銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　　　　 平成29年11月30日

　　　（注）　中間配当金の総額には、従持信託に対する配当金９百万円を含めております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月８日

株式会社福井銀行

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   柏   木   勝   広   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   轡  田   留 美 子  ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   石　　橋   勇　　一   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福井銀

行の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福井銀行及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(※)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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